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第 34 回新しい資本主義実現会議に対する意見 

令和７年５月 14 日 

公益社団法人経済同友会 

代表幹事 新浪 剛史 

＜議題１．「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か

年計画」の施策パッケージ案＞ 

⚫ 日本経済が持続的に成長するための鍵を握るのは、雇用

の７割を支える中堅・中小企業。

⚫ 中堅・中小企業を徹底的に活性化し、持続的な賃上げお

よび生産性向上の実現を図るべく、定期的に KPI の達成

度を確認しながら、本パッケージ案の着実な実行が求め

られる。

⚫ その上で、本案に関連する事項も含めて、特に以下につ

いて早急な対応をお願いしたい。

（１）最低賃金の道筋・全世代のリスキリング

⚫ 賃金上昇の「予見性」によって中堅・中小企業の生産性

向上投資を促すべく、５年以内に最低賃金の全国加重平

均 1500 円を達成する道筋を提示すべき。

⚫ こうした生産性向上投資を支えるＩＴ・デジタル人材の

育成も早急に行うべく、地方の大学や高専を活用し、全

世代を対象としたリスキリング・アップスキリングを推

進することが重要。

（２）労務費の価格転嫁の徹底・多重下請け構造の解消

⚫ 中堅・中小企業が持続的な賃上げをするためには、労務

費を適切に価格転嫁し、原資を確保することが不可欠。

⚫ 労務費の価格転嫁の状況を精緻にモニタリングするとと

もに、多重下請けを含む下請け構造をしっかりと可視化

した上で、下請法や独禁法の執行強化を図るべき。
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（３） 更なる人材流動化の加速に向けた新陳代謝の促進 

⚫ 中堅・中小企業の生産性向上の実現には、退出せざるを

得ない企業を延命させるような補助金は廃止するととも

に、合従連衡や事業承継を促進するインセンティブの整

備を進め、人材流動化を加速させなければならない。 

⚫ 合従連衡や事業継承の促進においては、後継者不足等を

背景に、今後も事業承継を進める中堅・中小企業の増加

が見込まれる。その中で、人材面・資金面でリソースが

限られる売り手側にとって安心・安全な取引環境を早期

に整備する観点から、仲介会社等の登録制や有資格者の

配置等を規定する事業承継支援業法（仮称）を制定いた

だきたい。 

⚫ また、時限措置として、中堅・中小企業同士の株式譲渡

の場合に、事業譲渡の場合と同様、譲受額と純資産額の

差額を税務上損金計上（５年償却）できるようにするこ

とも検討すべき。 
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＜議題２．地方経済の高度化、資産運用立国の推進、 

2040 年の産業構造・就業構造の推計＞ 

（１）観光・インバウンド 

⚫ コロナ禍により、観光産業は大きな打撃を受けたが、こ

こ数年は大きく回復し、令和６年（2024年）には、訪日

外国人旅行者 3,687 万人、消費額 8 兆 1,395 億円と過去

最高を記録している。 

⚫ 観光産業の活性化が地方にきちんと波及すれば、東京一

極集中の是正や地方創生の観点から非常に有意義だが、

観光地が直面する課題は多様で、引き続き観光客の獲得

が必要な地域もあれば、オーバーツーリズムが社会的課

題となっている地域も存在。 

⚫ こうした状況の下で、日本の観光産業が持続的な成長を

遂げるには、従来の政府の補助金に基づく中央集権型の

政策から脱却し、それぞれの地域が地域間競争を勝ち抜

くために創意工夫に取り組む主体性が求められる。 

⚫ その際、各自治体が必要な財源を自ら獲得し、地域の課

題に即してより効果的に活用する手段として、観光客の

受益者負担による特定財源である「宿泊税」の拡大・活

用が非常に重要。 

⚫ 現在、日本国内で導入しているのは 12 自治体のみであ

り、かつ法定外目的税として導入されているが、これを

全国的に広く展開するために、地方税法上の「法定目的

税」として「宿泊税」を新たに導入すべき。 

⚫ その上で、大都市圏に集中する訪日客を地方へ誘客すべ

く、観光資源の見極めと整備、発信の在り方の見直し、

自治体間連携の推進なども必要となる。 

⚫ ただし、地方ではこうした戦略を練り上げるノウハウが

不足している。特に、自治体や地域の民間事業者の立場

に寄り添って考えられるマーケターの存在が不可欠であ

り、観光マネジメント学科等を拡充するなど、大学等の

教育機関もフル活用した人材育成を推進すべき。 
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（２）ライドシェア新法の早期制定 

⚫ タクシー不足の解消や地域交通の利便性向上という意味

では、2024 年 4 月から一部地域で導入された「自家用車

活用事業」（通称「日本版ライドシェア」）の果たすべき

役割は非常に大きい。 

⚫ しかし、現状、特定の地域や時間帯での運行に限定され

ており、導入から一年が経過した現在でも、生活者や旅

行者の移動の足不足は依然として解消されていない。 

⚫ 内閣府が実施した「移動実態に関する調査結果」では、

生活者の約 80％が移動に関して困難を感じており、「３

か月前と比べた足不足の状況変化/移動困難による日常

生活への影響」について、生活者の８割弱の方が「変化

なし」と回答している。また、約66％のホテル・旅館、

約48％の飲食店が依然としてタクシー確保に困難を感じ

ている。 

⚫ また、訪日外国人の約６割が、日本でライドシェアが利

用できるようになった場合、滞在時の移動のしやすさが

「改善されると思う」と回答しており、旅行者を中心に

海外ではライドシェアの恩恵を実感している人が多い。 

⚫ こうした現状を踏まえれば、公共交通のイノベーション

創出と利便性向上の実現に向けて、政府および国会に対

し、改めて以下の点について早期の実現を求めたい。 

① ライドシェア事業を規定する新法の制定 

➢ 現行の法制度は新規参入を過度に制限しており、

十分な競争環境が整っているとは言えない。この

ため、新たなプレーヤーの参入を促進するための

法的枠組みを速やかに整備する必要がある。 

➢ 新しい技術の活用による安全性の確保を前提とし

た、運転者の責任やサービス提供者の監督、料金

の柔軟な調整を規定する新たな法整備の議論を直

ちに進めるべき。 
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② ライドシェアを担う運転者の多様な働き方の実現 

➢ 本来、運転者を確保する観点で、副業や兼業で行

いやすいよう、柔軟な働き方を提供すべきだが、

現状、固定的にタクシードライバーとして雇う形

態しか認められておらず、経済的に合理性を欠く

のではないか。 

➢ 運転者不足の中、より多くの人材を引き入れ、事

業の安定性を確保するためにも、雇用形態に業務

委託契約を新たな選択肢として提供すべき。 

 

（３）エッセンシャルワーカーの確保：外国人材の更なる活躍 

⚫ 今後も更に深刻となるエッセンシャルワーカー不足につ

いては、別建てにて人材確保の対応が必要。建設等の業

種を指定し、産業別最低賃金等を活用した大幅な賃金引

き上げによる魅力度向上を図るべき。 

⚫ その上で、国内の人材だけでは賄えないため、外国人材

の更なる活躍も不可欠。その際、外国人材を単なる労働

力としてではなく、「共に社会を支える仲間」として位

置づけ、「外国人材とのあるべき共生社会」の構築に向

けた取り組みが必要。 

① 「外国人材の活躍促進基本法」（基本法）の制定 

➢ 共生社会の構築に向け、国・自治体・企業の役割

を明確化し、必要な活動とコストを支える体制を

規定する基本法を制定すべき。 

➢ 具体的には、「外国人材との共生社会」の定義に

加え、その実現に向けた政策推進の基本方針や、

国・自治体・企業の役割分担とそれに基づく財源

措置、共生政策推進にあたって関係省庁間の調整

および政策の横断的な取りまとめを行う機能をも

った、新たな組織の設置と推進体制の整備などを

規定すべき。 
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② 共生政策を統括する横串機能を持った組織の設置 

➢ 複数省庁にまたがる一貫した政策形成と、機動的

かつ実効性ある政策実施を可能とする組織を政府

内に設置すべき。 

➢ 関係省庁を横断した共生政策の企画・調整機能を

担う事務局の設置に加え、年次の基本方針や重点

政策事項を策定するため、「外国人材共生戦略会

議」を立ち上げるべきではないか。会議のメンバ

ーは関係閣僚、地方自治体関係者、産業界関係

者、その他有識者で構成する。 

➢ また、外国人材の活躍の重要性や共生社会構築の

必要性について、統計や将来予測等のファクトに

基づく情報発信を行い、国民・企業・自治体に対

する理解促進を図るべき。 

➢ 加えて、外国人材の活躍拡大に伴い顕在化する既

存制度・政策との乖離を徹底的に調査し、効果検

証と制度の見直しを行うべき。 
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